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研究成果の概要（和文）：本研究では、Kosfeld, Okada, Ridle(2009)の公共財供給モデルを修正し、組織の形成が可
能であり、そのメンバーは組織における決定に従った投入を行わなければならないとしたとき、その組織が形成され、
公共財が供給されるかどうかを実験によって検証した。組織における投入量の決定を多数決によって行ったときに、公
共財へ投入が順調に行われることがわかった。この投入が成功する要因は、初回に投入しなかったプレイヤーが、その
後、投入を始めることによる。その他の結果として、2択の投入レベルがある処理ではかなりうまく公共財が供給され
たが、3択の投入レベルがある処理では、あまりうまくいかなかった。

研究成果の概要（英文）：This research treats an experimental study of voluntary contribution to public goo
ds provision with endogenous institution formation. The main focus is on exploring alternative institution
 formation mechanism that further improves the overall efficiency. We found that the voluntary participati
on of institution and a plurality voting rule within the institution to decide among multiple available co
ntribution levels generates a satisfying results. Comparing to other mechanisms, the improvement is mainly
 due to a increased contribution from players who do not join the institution in the first place. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究では、当初、排除可能な公共財の供
給の新しい有効なメカニズムについて経済
学実験研究を行うことを計画していた。ここ
で、排除可能な公共財とは有料道路のように、
参加者あるいは費用負担者のみがその公共
財を利用することができるような財、サービ
スである。しかしながら、まずは、パイロッ
ト実験として排除不可能な通常の公共財供
給メカニズムを修正したメカニズムの分析
を進めた。その結果、通常の公共財を組織を
形成して供給することにより、かなり、良い
結果が生まれることがわかった。また、排除
可能な公共財に同様な修正メカニズムを導
入しても、効果はあまり変わらにことが推測
された。したがって、排除可能な公共財の研
究に入る前に、排除不可能な公共財に関して、
この組織形成の有効性をより徹底的に突き
詰めて研究する必要性が生じた。従って当初
の実験計画の一部を若干修正することによ
り、研究を進めることとなった。しかしなが
ら、当然、この研究も当初の研究計画の枠組
みに沿うものであり、逸脱するものではない。
具体的には Kosfeld, Okada, Ridle(2009)の
公共財供給モデルを基本とし、これを修正
したモデルにおいて、実験研究を進めた。 
この場合、財自体は通常の公共財の性格を
もつので、投入量の増加とともに供給量が増
大し、それに伴い限界費用が逓減するか、あ
るいは、閾値以上の投入量がないと公共財が
供給されないという性質を持つ。さらに、費
用を負担しない者も財から得る効用を享受
できる。 
このような財を供給する場合、フリーライ
ダーが発生するので効率的な供給が難しい。
そのため、通常はある種のメカニズムを設定
し、そのゲームに参加する形で公共財を供給
するタイプの実験研究が盛んに行われてき
た。しかし、そのようなゲームにおいても、
理論的には公共財は供給されないので、実験
で見られる当初の公共財への投入もすぐに
減少してしまう。これを防ぐため、公共財へ
の投入をしない者への私的懲罰や公的懲罰
のメカニズムを導入する研究も数多くなさ
れてきた。それらのメカニズムの導入を投票
で決定する研究もなされている。 
しかしながら、何人かがあらかじめ協力に
合意して同時に強制的に公共財への投入を
行うのであれば、メンバーの間でフリーライ
ドが不可能になり、問題は解決するかもしれ
ない。このような観点から、公共財をボラン
タリーに供給して費用負担するような組織
を作ることは望ましく、理論的にはそのよう
な組織が形成されるかもしれない。そのよう
な組織の形成を実験において確認すること
が本研究の目的で有る。 
このような公共財供給メカニズム生成の具
体的な研究の一つとして ” Institution 
Formation in public Goods Games, ”
(Kosfeld, Okada and Riedl. American 

Economic Review 2009）がある。そこでは
主体が公共財費用負担の組織に参加するか
しないかの決定から始まる展開型ゲームを
提案し、理論および実験においてその組織の
有効性を検討している。しかしながらそこで
の組織形成のメカニズムはかなり複雑なも
のであ。本研究ではよりシンプルで、しかも
投入量の決定の選択肢が多様であるゲーム
において同様な研究を行った。 
 
 
２．研究の目的 
上記の Kosfeldらの研究を出発点とし、最
終的な目的は、より良い公共財供給メカニズ
ムの開発とその有効性を、実験を含めて総合
的に研究することである。 
 なお、本研究では従来型の研究室実験にと
どまらず、研究代表者が続けてきた視線測定
器による研究の成果、21COE、G－COE に
おけるプロジェクトとして進めてきた WEB
調査や世論調査の手法も用いる。このように、
主研究に付随する研究を行うことにより、側
面から研究結果の信頼性を高めることがで
きる。これにより、現実問題への適応可能性
が増すと考えられる。もちろん、実験で得ら
れた成果を理論にフィードバックし、理論的
な成果の発展をも視野に入れた研究である。 
本研究の特色は、近年発展してきた経済学
実験の手法を用いて実験を行うことだけで
なく、上記の視線測定器やWEB調査、世論
調査などの手法を取り入れた総合的な研究
を行うことである。単に、実験と理論の両面
により「総合的研究」と呼んでいるわけでは
なく、それ以上に新しい、様々な要素を入れ
ていることが、本研究を「総合的研究」と呼
ぶ理由である。この新しい要素はそれぞれ、
次のようなメリットを生むと考えられる。視
線測定器により実験における人々の情報収
集活動を調査することができる。また、WEB
を用いた調査により、実験の有効性が一般に
再確認できる。また、世論調査より比較的容
易に実験の準備ができ、参加者のリクルート
も用意である。調査、実験の途上で、その結
果から簡単にパラメータ設定が変更できる
ことも利点である。 
 
 
３．研究の方法と実績 
はじめにベースライン実験として前記の

Kosfeld らの論文で分析されているモデルを
修正した実験をプレ実験として行った。この
閾値付き公共財供給ゲームは次の３ステー
ジの展開型ゲームからなる。 
１）参加ステージ 同時に費用分担組織に参
加するか否かを決定する。 
２）組織実行ステージ 参加メンバーが決ま
った時点でこの投入量調整組織を現実に形
成るかどうか同時に投票する。全員が賛成し
た時に、その組織が実行される。 
３）投入量決定ステージ 参加者、非参加者



ともに公共財供給に対する投入量を同時に
決定する。参加者は公共財に対し、ある閾値
以上の貢献をしないと、ペナルティが課せら
れる。 
このとき、理論・実験とも、組織への参加
者は多く、公共財が順調に供給されることが
示されている。この原因の一つは、１）の参
加ステージで参加を表明したものは、公共財
供給に貢献する意志のあることを暗黙に示
すことができ、しかも、フリーライドがあり
そうであれば、それを防ぐために、２）の組
織実行ステージで組織を作らない決定をす
ることが可能なことが主たる要因である。 
本研究の主たる中心モデルは、２）の組織
実行ステージと３）の投入量決定ステージを
次のように修正したものである。 
まず、組織に参加を表明した者は、即座に
組織のメンバーになる。さらに、メンバーと
して参加した者全員で、投入量に関する投票
を行い、そこで多数決で定まった投入量を組
織のメンバーは全員、必ず投入しなければな
らない。これによって、実行ステージは簡素
でわかりやすいものになる。なお、ここでの
投票では初期保有の 0％か 100％の 2択で行
う実験条件と、0％、50％、100％の 3者から
選ぶ 3択の実験条件の比較研究を行っている。
ここで、0％の投入が多数決で支持された場
合は組織が形成されないものと考える。組織
が形成されなかった場合は全員が自由に投
入量を選択する。組織が形成された場合でも、
組織に加入していない者は、自由な投入量を
選択する。 
理論的には全員が組織に入り、100％の投
入を全員が投票して実行することがサブゲ
ーム完全均衡になる。ただし、誰も組織に入
らず 0％を投入するというのもサブゲーム完
全均衡になるので、この時点では均衡選択の
問題と言うこともできる。 
 具体的にはパイロット実験と文化の差異
研究の予備チェックを兼ねて、スペインにお
いて外部委託で実験を行った。この時点では、
排除不可能な公共財の実験を行ったが、１節
で述べたように、新しいメカニズムが良いパ
フォーマンスを示したので、より基礎的な問
題である公共財供給の問題の解決を先に集
中的に取り組むこととなった。結果的には日
本での実験と比較して、文化の違いとしての
大きな差は見られなかった。それよりも、個
人間の差の方が大きかった。 
 なお、21COE-GLOPE(早稲田大学大学院
経済学研究科 21COE)および、GLOPEⅡ（同
G-COE）において研究代表者は事務局長であ
った期間があり、その所属する研究班におい
て、公共財供給における貢献促進メカニズム
（公共財供給の後に、懲罰を与える制度の導
入）を投票によって決定する問題を研究して
きた。そこでは、制度選択における独裁的意
志決定と多数決のような民主的な意志決定
の比較を行っている。本研究はこの研究に関
連した発展研究と考えることもできる。 

以下で年次別の研究実績について述べる。 
平成 23 年度は主として理論モデルの吟味
と再検討を行った。特に、公共財供給ゲーム
の基礎となる囚人のジレンマ実験に関する
人々の効用に関する個人評価を申請させる
予備実験、公共財供給ゲームにおける外部機
関による懲罰制度の導入の実験、視線測定器
による情報獲得行動探索の予備実験を早稲
田大学で行った。前述したように、公共財ゲ
ームにおける文化的差異を計測する実験を
委託研究としてスペイン、マドリッド第 3大
学で行った。さらに、公共財供給ゲームをス
タグハントゲームとして表現し、それに対す
る意識調査をweb調査として日経リサーチ社
を用いて行った。 
それぞれの研究成果やそこで得られた新
たな知見は mimeo や DP としてまとめられ学
会ワークショップなどで報告された。その一
部は業績のリストにある雑誌論文[1]として
まとめられた。震災直後の年であったが、研
究としては順調に進展した。 
 平成 24 年度には、基本モデルを修正した
上で、主実験を何回か行った。その内訳は、
2012 年 12 月 7 日に 2 セッション、2013 年 1
月 11 日に 1セッション、2013 年 2月 25 日に
2 セッションである。各セッションの参加者
は 20 人であるため、合計 100 名の実験デー
タを集めることができた。 
これらの実験では、各回の 20 人の実験参
加者は 10 人ずつ 2 つのグループに分けられ
た。さらに、実験は 20 ラウンド行われ、各
ラウンドでは 20 ポイントの初期保有から自
由に公共財供給への投入を決定する。この実
験が他の実験と異なるのは公共財への投入
量を決定する前に組織に加入する機会が与
えられることである。その組織に参加すると、
投票によって公共財への供給量を調整する
ことができる。そして投票で定まった量を投
入しなければならない。このとき、3 種類の
投入レベルから選ぶか、2 種類の投入レベル
から選ぶかを実験条件として比較している。 
平成 25 年度は、研究成果の分析ととりま
とめの年度である。平成 24 年度の結果に基
づき、学会などでの報告の結果、他の研究者
からいくつかの改善点などの指摘を受け、
2013 年 11 月 29 日に追加実験を行った。これ
はグループサイズの変化に関する研究で、他
の先行研究との比較のためにも重要である。 
これらの基本的な成果を基に、2013 年度中
に、論文の草稿は完成し、2014 年の夏の国際
学会シーズンに受けたコメントを基に、論文
を完成させ、2014 年度中に著名国際学術誌に
論文を送付し、審査要請をする予定である。
なお、この論文中には WEB 調査による研究の
成果も一部含まれている。 
まお、これらの研究期間を通じて、視線測
定器による並行研究は順調に進展し、情報獲
得行動と戦略の選択に関する新しい研究が
ほぼ完成し、学会ワークショップでのコメン
トを受け、論文としてまとめる作業を続けて



いる。 
また、関連研究として継続してきた、21COE
や G-COEで行われた研究プロジェクトの成果
を発展させた外的懲罰組織の決定方式の投
入量への影響に関する研究も進展し、論文と
してまとめて書籍の一つの章として掲載す
る計画が進んでいる。 
 
 
４．研究成果 
（１）パイロット研究の影響 
平成 23 年度の当初は、公共財に対する基
本モデルの理論的な修正に集中した。本研究
実験のパイロット実験として、公共財供給ゲ
ームを外部委託により、スペイン・マドリー
ドの第 3大学において、実験を行った。これ
は同時に文化的な差異を調べる実験の準備
ともなっていた。新たに考察したメカニズム
が、通常の排除不可能な公共財供給に関して
かなり良いパフォーマンスを示したため、ま
ず、この実験に集中することが、本研究の目
標にも合致し、研究が進展すると考え、当初
の研究計画の一部修正を行った。さらに、こ
の実験の結果により、基本モデルに検討を加
えて修正した最終モデルを考察した。そのモ
デルにおける実験結果が（２）の基本モデル
の研究成果である。なお、結果に関して、文
化的な差異はあまり見ることができず、それ
よりも個人間の差の方が大きかった。 
 
（２）主要モデルの研究成果 
３節で説明した各セッションの実験結果
についてまとめる。これは現在論文として最
終の作成段階であり、近日中に完成し、国際
学術誌に投稿される。 
本研究で比較した実験条件は、まず、組織
を形成したときの投入量の合意を3択の投入
レベルから選ぶか、2 択の投入レベルから選
ぶかである。 
また、本研究では、組織のメンバーで行
われる投入量を決定する投票のルールの比
較も行っている。このようなルールとして
全員一致ルールが先行研究では最もよく使
われているが、一方、多数決ルールも大変
よく利用されている。また、組織の生成に
は、組織が成立するためのサイズも重要で
あり、その要素も実験条件として比較して
いる。 
理論的にはいずれのケースにおいても組
織が形成されるはずであったが、実験では 2
択のケースはあまりうまくいかず、3 択のケ
ースでも理論的予測である 100％投入レベル
での合意がなされず、50％投入がよく観察さ
れた。50％投入の合意がなされた最大のグル
ープメンバーサイズは 6 人グループであり、
最も好ましい全員が加入する組織は形成さ
れなかった。参加者の行動はそれ以前の回の
メンバーの行動に大きく依存している。 
結果的には全体的には良い結果といえる。
全員一致ルールを多数決に変更しても、組

織の形成率はさほど変わらなかった。しか
し、組織が形成された場合、それを維持す
る 0％でない投入量に合意する割合も同様
に高くなっている。 
全体提携は形成されなかった。多数決ゲ
ームが機能していたにもかかわらず、多人
数による調整の難しさにより、組織が形成
できなかったものと思われる。 
さらに、本実験における個人の投入量は
通常の組織形成のない公共財供給ゲームに
おける投入量よりも常に高いことがわかっ
た。一方、最も投入量が高かったのは、全
員一致ルールの下でのグループの人数の少
ない公共財投入量調整組織のメンバーであ
った。その他にも次の様な点が観察された。 
 実験の経験が投入レベルに有意な影響を
与えるにもかかわらず、ゲームの繰り返し
により、組織の形成率や投入量が減少した。 
また、通常の公共財ゲームでは投入可能量
の半分程度を投入する事が良く見られるが、
本研究では、組織に所属するものは、50％
の投入よりも、100％の投入に投票するもの
が多かった。現実のように、組織のグルー
プサイズが大きいときに、全員の組織への
所属を期待することは難しいが、投票ルー
ルの存在が、高い率での組織形成を導く可
能性があることが示唆された。 
 以上の結果を整理すると、投票の方式を
全員一致から多数決に変更することで、組
織の参加率を上げることはできなかった。
しかし、多数決決定方式にすることで、1
人や 2人の人が組織に入らずに残る可能性
を減らすことができた。一方、平均投入量
は依然として、組織の無いケースよりも高
く、組織の形成率も依然として高い。結果
として、我々の提案した新たなメカニズム
はうまく機能していると考えられる。 
 
（３）そのほかの付随する研究の成果 
WEB調査については、公共財に関連する質
問項目や、関連するゲームに関する質問を
行い、その一部の研究成果は雑誌論文[1]な
どで公表された。視線測定器による実験で
は、マウストラッカーによる実験との不完
備ゲームにおける情報獲得行動の比較研究
を続け、その成果は国際学会で報告されて
いる。当該論文も完成間近である。 
その他関連する私的懲罰のある公共財実
験についても、国際学会での報告を続け、
論文の完成も近い。 
文化の相違による影響の有無および fMRI
を用いた研究は、実験のさまざまな制約上進
展せず、本研究期間内に十分な成果を上げる
ことはできなかった。 
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